
第13回水素･燃料電池戦略協議会

規制見直しの取組状況について

平成30年7月5日
燃料電池実用化推進協議会（FCCJ）

資料４



 平成29年1月、安倍総理の施政方針演説
「燃料電池自動車の普及等の目標に向け各省庁にまたがる様々な規制
をすべて洗い出し改革を進めます」

 平成29年2月、FCCJから内閣府規制改革推進室へ40項目の規制改革
要望を提出。

 平成29年5月、第18回規制改革推進会議
「規制改革推進に関する第1次答申～明日への扉を開く～」において、
業界要望を全てカバーする形で、37項目の具体的な規制改革項目が
盛り込まれた。

 平成29年6月、閣議決定
37項目の内、中長期の検討が必要な項目については、規制当局、
推進部局、事業者･業界等の関係者、有識者を交えた公開の場での検
討を開始することとされた。

規制改革実施計画
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概要
 議事・使用資料：原則公開とする。

 検討会メンバー ：事業者・業界等の関係者、有識者
検討会の議題に応じてゲストスピーカーを招聘

 事務局 ：経済産業省商務情報政策局産業保安グループ
高圧ガス保安室
資源エネルギー庁 水素・燃料電池戦略室
（共同事務局）

 開催状況
・第1回 平成29年8月24日
・第2回 平成29年11月7日
・第3回 平成29年12月25日
・第4回 平成30年2月16日
・第5回 平成30年3月29日
・第6回 平成30年6月21日

 第1回～第5回検討会におい
て全37項目の検討を実施。

 第6回検討会では、人に関
する項目について、全体像
や相互の関係、個々の課題
等に関する総合的な検討を
実施。
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「水素・燃料電池自動車関連規制に関する検討会」の設置





No.27 No.36 No.37
水素スタンドにおける予備品の
使用

燃料電池自動車への緊急充塡
にかかる届出の明確化

液化水素ポンプ昇圧型水素ス
タンドにおける蒸発器の処理
量の算定方法の見直し

【措置内容】
工場認定手続きのマニュアルが
改訂され、速やかに認定品が作
成できるよう、環境整備が行わ
れた。

【措置内容】
事業者が緊急充塡を行う際の
届出の方法について内規で明
確化された。

【措置内容】
確実に同時に稼働しない並列
設備の処理量は合算しない旨、
内規に規定された。

No.44 No.46 No.50
国連規則(UN-R134)に基づく
燃料電池自動車用高圧水素容器
の相互承認制度の見直し

開発中の燃料電池自動車の車
両に搭載する高圧水素容器の
検査制度の見直し

高圧ガス容器に係る設計荷重
を分担しないガラス繊維に関
する解釈の見直し

【措置内容】
省令を改正し、国連規則におい
て定める締約国に対する通知文
の様式（日英並列表記）に準じ
て事業者に型式承認証を交付す
ることとされた。

【措置内容】
特別充塡許可を受けた容器に
ついては、移動及び貯蔵の方
法に係る技術上の基準の適用
関係が明確化された。

【措置内容】
初回の設計確認試験を容器完
成品の状態で受けていれば、
繊維製造業者変更時に設計上
荷重を分担しない繊維のない
状態での受検が可能になった。
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37項目に関する平成29年度の措置等の状況(1)



No.53 No.34 a No.34 b,c
燃料電池自動車の水素充てん
口付近の標章の緩和

水素スタンドの充塡容器等
における措置の合理化（直
射日光を遮る措置）

水素スタンドの充塡容器等にお
ける措置の合理化（温度上昇を
防止する措置）

【措置内容】
標章の大きさに係る規定をな
くし、標章に記載する文字の
大きさが読みやすいものであ
ることのみ規定された。

【措置内容】
直射日光を遮ることができ
ることを技術的に説明出来
れば許可を受けることが可
能な旨、公開の検討会で示
された。

【措置内容】
容器の温度４０度を超えること
を防ぐための措置は散水装置に
限らないこと等が内規で明確化
された。

No.51a No.51b No.59
燃料電池自動車用高圧水素容
器の許容傷深さの基準の緩和
（1.25mmの上限緩和）

燃料電池自動車用高圧水素
容器の許容傷深さの基準の
緩和（補修の基準の緩和）

充塡可能期間を経過した高圧水
素容器を搭載した燃料電池自動
車に係る安全な再資源化処理

【措置内容】
国際容器則上の容器の許容傷
深さについて、事業者が適切
な解析方法を用いて容器に使
用上の支障が起こらないこと
を確認した深さが設定可能に
なった。

【措置内容】
国際容器則において、繊維
が露出している場合に限り、
樹脂での補修を必要とし、
国内での容器再検査の基準
が整合化された。

【措置内容】
充塡可能期間経過後の容器で
あっても、自動車リサイクル法
上の引取業者、フロン類回収業
者及び解体業者が廃棄のために
行う必要最小限度の移動及び貯
蔵が可能になった。 6

37項目に関する平成29年度の措置等の状況(２)






